
１．都市計画とは 

都市は、多くの人が住み、働き、憩うところです。 

したがって、都市には、そこに住み、活動する人々の意向が反映され、安全で、快適で、機能的であること

が求められます。 

都市計画はこのような都市づくりを計画的に誘導し、人々の健康で文化的な生活と機能的な活動を確保する

ために、土地の合理的な利用や都市の根幹となる施設、秩序ある市街地づくりを総合的に計画し実施する業務

です。 

その内容は、市街化区域及び市街化調整区域、用途地域など土地利用に関するもの、道路、公園、下水道な

ど都市施設に関するもの、土地区画整理事業、市街地再開発事業など市街地開発事業に関するもの等から成り

立っています。 

これらは、都市計画法に基づく法定都市計画といわれていますが、近年は都市のにぎわいや活力づくり、水

や緑など都市のうるおいづくり、老齢化や情報社会への対応、住民や企業の参加によるまちづくりなども広い

意味での都市計画の役割となっています。 

Ⅰ  都市計画の概要 
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２．都市計画法関係法令体系 

都市計画に関する法令は次のような関連法の体系をもっており、都市計画はこれらの法律に基

づく国土計画、地方計画、各施設等の計画に適合し、一体的かつ総合的に定められています。 

（上位計画）
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法
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土　地　収　用　法　(昭26)
多 極 分 散 型 国 土 形 成 促 進 法 ( 昭 63)

公有地の拡大の推進に関する法律(昭47)
地方拠点都市地域の整備及び産業業務

施設の再配置の促進に関する法律
( 平 4) 農　　　地　　　法　(昭27)

農業振興地域の整備に関する法律(昭44)　森林法(昭26)
都 市 再 生 特 別 措 置 法 ( 平 14)

自然公園法(昭32)　自然環境保全法(昭47)
首 都 圏 整 備 法 ( 昭 31)

地　　方　　税　　法　(昭25)
近 畿 圏 整 備 法 ( 昭 38)

租　税　特　別　措　置　法　(昭32)
中 部 圏 開 発 整 備 法 ( 昭 41)

都市開発資金の貸付けに関する法律　(昭41)
山 村 振 興 法 ( 昭 40)

特定市街化区域農地の固定資産税の課税の適正化に伴う宅地化促進臨時措置法

(昭48)

広島平和記念都市建設法(昭24)　その他特別都市建設法

工 業 再 配 置 促 進 法 ( 昭 47) 国際観光文化都市の整備のための財政上の措置等に関する法律(昭52)

公 害 対 策 基 本 法 ( 昭 42)
首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律(昭34)

そ の 他

新 産 業 都 市 建 設 促 進 法 ( 昭 37)

農 村 地 域 工 業 導 入 促 進 法 ( 昭 46)

工 業 整 備 特 別 地 域 整 備 促 進 法 ( 昭 39)

近畿圏の既成都市区域における工業等の制限に関する法律(昭39)

地区計画等都市施設 市街地開発事業 市街地開発事業等予定区域
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３．都市計画の内容 

土 地 利 用 区域区分
市街化調整区域

（無秩序な市街化を防止し、計画的な

　市街化を図る。） 都市再開発の方針

（法７の２） 住宅市街地の開発整備の方針

都市再開発方針等
拠点業務市街地の開発整備の方針

（市街地の再開発の基本的方向を明らかに

（法７） 市街化区域

特定用途制限地域 第一種中高層住居専用地域

特例容積率摘要地区 第二種中高層住居専用地域

高層住居誘導地区 第一種住居地域

　し、再開発の積極的な推進を図る。） 防災街区整備方針

用途地域 第一種低層住居専用地域

特別用途地区 第二種低層住居専用地域

（法８）

地域地区 高度地区 高度利用地区 第二種住居地域

（建築物の用途制限、形態制限、構造、
特定街区 準住居地域

　設備を規制することにより、また建築物

　の建築、宅地の造成、木材の伐採、土砂 都市再生特別地区 居住調整地域 田園住居地域

　の採取等を制限することにより、計画的
居住環境向上用途誘導地区 特定用途誘導地区 近隣商業地域

　な市街地の形成並びに環境の保全を図る。）

都

市

計

画

区

域

マ

ス

タ
ー

プ

ラ

ン

臨港地区

歴史的風土特別保存地区

緑地保全地域 特別緑地保全地区

防火地域 準防火地域 商業地域

特定防災街区整備地区 準工業地域

景観地区 工業地域

緑化地域

流通業務地区

生産緑地地区

伝統的建造物群保存地区

航空機騒音障害防止地区 航空機騒音障害防止特別地区

風致地区 工業専用地域

駐車場整備地区

　の形成を図る。） 拠点業務市街地整備土地区画整理促進区域

（法１０の３） 道　路 都市高速鉄道 駐車場

市街地再開発促進区域
（法１０の２）

促進区域 土地区画整理促進区域

（区域内の土地を、その性質に応じて積極
住宅街区整備促進区域

　的に利用させることにより良好な市街地

その他の交通施設

第一種歴史的風土保存地区 第二種歴史的風土保存地区

　障となっている遊休状態にある土地の有 水　道 電気供給施設 ガス供給施設 下水道 汚物処理場

自動車ターミナル

遊休土地転換利用促進地区
公　園 緑　地 広　場 墓　園 その他の公共空地

（周辺地域の土地利用の増進を図る上で支

　効かつ適切な利用を促進する。）
ごみ焼却場 その他の供給施設又は 処理施設

（法１０の４）
河　川 運　河 その他の水路

被災市街地復興推進地域

都 市 施 設 都市施設

（大規模な火災、震災その他の災害を受け 学　校 図書館 研究施設 その他の教育文化施設

　た市街地についてその緊急かつ健全な復
病　院 保育所 その他の医療施設又は 社会福祉施設

一団地の津波防災拠点市街地形成施設

（都市に必要な都市施設を定めることによ
一団地の住宅施設 一団地の復興再生拠点市街地形成施設

　り、良好な市街地の形成を図る。）

一団地の官公庁施設 一団地の復興拠点市街地形成施設

　興を図る。）

市　場 と畜場 火葬場
（法１１）

一団地の都市安全確保拠点施設

流通業務団地 土地区画整理事業

電気通信事業の用に供する施設又は 新住宅市街地開発事業

（法１２） 防風 防火 防水 防雪 防砂 防潮の施設

　再開発により良好な市街地の形成を図る。）
工業団地造成事業の予定区域 新都市基盤整備事業

（法１２の２）
新都市基盤整備事業の予定区域 住宅街区整備事業

市街地開発事業等予定区域

市 街 地
開 発 事 業

工業団地造成事業
市街地開発事業

（新しい市街地の建設又は、既成市街地の 新住宅市街地開発事業の予定区域 市街地再開発事業

地 区
計 画 等

地区計画等
歴史的風致維持向上地区計画

（建築物の建築形態、公共施設その他の施

（施行区域についての計画が確定した段階 区域の面積が20ha以上の一団地の住宅施設の予定区域 防災街区整備事業

　で予定区域に関する都市計画を定め、市
一団地の官公庁施設の予定区域

　街地開発事業の円滑化を図る。） 地区計画

　設の配置等からみて、一体としてそれぞ 沿道地区計画

　れの区域の特性にふさわしい態様を備え
集落地区計画

　た良好な環境の各街区を整備し保全する

　ための計画） 　内は、香川県において決定されているものを示す。

流通業務団地の予定区域
（法１２の４） 防災街区整備地区計画
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４．都市計画のしくみ 

  （１）都市計画の決定 

都市計画は本来、都市の住民のための計画であり、住民の生活に深い関わりがあります。

このため、都市計画を定めるには、必要に応じて公聴会や説明会などを開催して住民の意見

を聴き、知事の諮問機関である都市計画審議会の議を経ることとなっています。 

なお、都市計画の中で広域的な見地から定める必要のあるものや、都市にとって根幹的な

都市施設に関するものは県が、その他は市町が、それぞれ定めることになっています。 

●都市計画を定める者（法第 15 条関係） 

市町決定

県知事
協議

国土交通
大臣同意

○

○

○
第７条（区域区分） ○

○
都市再開発法
第２条の３

○ 大都市法第４条

○
地方拠点都市法
第３０条

○
密集市街地整備法第
３条

第８条（地域地区）

○
建築基準法
第５０、５２～５５条

○
建築基準法
第４９、５０条

○
建築基準法
第４９条の２、５０条

○
建築基準法第５７条の
２～４

○
建築基準法
第５７条の５

○
建築基準法
第５８条

○
建築基準法
第５９条

都市計画法 都市計画の種類 関連法令

第６条の２
（都市計画区域の整備、
開発及び保全の方針）

区域区分の決定の有無及び当該区域区
分を定めるときはその方針

政令第１２条第１項第３号から第５号に掲
げるものに関する都市計画の決定の方針
（例：都市再生特別地区、一般国道、都市
高速鉄道、国が設置する公園、一級河
川、一団地の官公庁施設）

その他

（用途地域）
第一種低層住居専用地域
第二種低層住居専用地域
第一種中高層住居専用地域
第二種中高層住居専用地域
第一種住居地域
第二種住居地域
準住居地域
田園住居地域
近隣商業地域
商業地域
準工業地域
工業地域
工業専用地域

特別用途地区

特定用途制限地域

特例容積率適用地区

高層住居誘導地区

高度地区

第７条の２
（都市再開発方針等） 都市再開発の方針

住宅市街地の開発整備の方針

拠点業務市街地開発整備の方針

防災街区整備方針

県決定

高度利用地区
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市町決定 県決定

県知事
協議

国土交通
大臣同意

第８条（地域地区）
○

建築基準法
第６０条

○
都市再生特別措置法
第３６条

○
都市再生特別措置法
第８９条

○
都市再生特別措置法
第９４条の２

○
都市再生特別措置法
第１０９条

○
建築基準法
第６１～６６条

○
密集市街地整備法第
３１条
建築基準法第６７条

○
景観法第６１条
建築基準法第６８条

○
面積が１０ha以上（２以上の市町村の
区域にわたるもの）

○

○ 駐車場法第３条

○
重要港湾 ○
国際戦略港湾、国際拠点港湾 ○

○ 古都法第６条

○
古都法第７条の２
明日香法第３条

○
２以上の市町村の区域にわたるもの ○

○
面積が１０ha以上（２以上の市町村の
区域にわたるものに限る）

○

近郊緑地特別保全地区 ○
首都圏保全法第４条、
近畿圏保全法第６条

○
都市緑地法
第３４条

○
流通業務市街地
整備法第４条

○ 生産緑地法第３条

○
文化財保護法
第１４３条

○
航空機騒音対策法第
４条

第１０条の２（促進区域）
○

都市再開発法
第７条

○ 大都市法第５条

○ 大都市法第２４条

○
地方拠点都市法
第１９条

第１０条の３（遊休土地
転換利用促進地区） ○

都市計画法 都市計画の種類 関連法令

居住環境向上用途誘導地区

特定用途誘導地区

防火地域、準防火地域

特定防災街区整備地区

景観地区

特定街区

都市再生特別地区

居住調整地域

第一種歴史的風土保存地区
第二種歴史的風土保存地区

緑地保全地域
都市緑地法第５条

特別緑地保全地区
都市緑地法
第１２条

緑化地域

風致地区
都市計画法
第５８条

駐車場整備地区

臨港地区
港湾法第２、３８、３８
条の２

歴史的風土特別保存地区

住宅街区整備促進区域

拠点業務市街地整備
土地区画整理促進区域

流通業務地区

生産緑地地区

伝統的建造物群保存地区

航空機騒音障害防止地区
航空機騒音障害防止特別地区

市街地再開発促進区域

土地区画整理促進区域
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市町決定 県決定

県知事
協議

国土交通
大臣同意

第１０条の４（被災市街
地復興推進地域） ○

被災市街地復興特措
法第５条

第１１条（都市施設） ○
県道、自動車専用道路（※１） ○
高速自動車国道、一般国道など（※１） ○

○
○
○

○
国際航空輸送網又は国内航空輸送
網の拠点となる空港

○

○
○

面積が１０ha以上（県が設置するもの
に限る）（※１）

○

面積が１０ha以上（国が設置するもの
に限る）（※１）

○

○
面積が１０ha以上（国又は県が設置す
るものに限る）（※１）

○

○
○

水道用水供給事業の用に供する水道
（※１）

○

○
○

公共下水道で排水区域が２以上の市
町村の区域にわたるもの（※１） ○

流域下水道（※１） ○
○

産業廃棄物処理施設（※１） ○
○
○

二級河川又は運河（※１） ○ 河川法第５条

一級河川（※１） ○ 河川法第４条

○

○

○
○

○
○

○
流通業務市街地整備
法第７条

○
津波防災地域づくり法
第１７条

○
福島復興再生特別措
置法第３２条

都市計画法 都市計画の種類

空港（※１）

空港法第４、５条

その他の交通施設

公園、緑地

都市公園法第２条

広場、墓園

関連法令

道路

道路法第３条

都市高速鉄道（※１）

駐車場

自動車ターミナル

汚物処理場、ごみ焼却場、ごみ処理場

その他の供給施設又は処理施設

河川・運河その他の水路

学校、図書館、研究施設
その他の教育文化施設

病院、保育所その他の医療施設
又は社会福祉施設

市場、と畜場又は火葬場

その他の公共空地

水道

水道法第３条

電気供給施設、ガス供給施設

下水道

下水道法第２条

一団地の住宅施設

一団地の官公庁施設（※１）

一団地の都市安全確保拠点施設

流通業務団地（※１）

一団地の津波防災拠点市街地形成施設

一団地の復興再生拠点市街地形成施設
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市町決定 県決定

県知事
協議

国土交通
大臣同意

第１１条（都市施設）

○
大規模災害からの復
興に関する法律
第４１条

○

○

○
５０haを超えるもの（国の機関又は県が
施行すると見込まれるものに限る）

○

○
新住宅市街地開発法
第４条

○
首都整備法第４、５条
近畿整備法第６、７条

○
３haを超えるもの（国の機関又は県が
施行すると見込まれるものに限る）

○

○
新都市基盤整備法第
４条

○
２０haを超えるもの（国の機関又は県が
施行すると見込まれるものに限る）

○

○
３haを超えるもの（国の機関又は県が
施行すると見込まれるものに限る）

○

○
新住宅市街地開発法
第２条の２

○
首都整備法第３条の２
近畿整備法第５条の２

○
新都市基盤整備法第
２条の２

○

○

○
流通業務市街地整備
法第６条の２

○
都市計画法
第１２条の５

○
密集市街地整備法第
３２条

○
歴史まちづくり法
第３１条

○ 沿道整備法第９条

○
集落地域整備法
第５条

一団地の復興拠点市街地形成施設

都市計画法 都市計画の種類 関連法令

電気通信事業の用に供する施設

防風、防火、防水、防雪、防砂
若しくは防潮の施設

第１２条
（市街地開発事業）

土地区画整理事業
土地区画整理法第２
条

新住宅市街地開発事業

工業団地造成事業

市街地再開発事業
都市再開発法
第４条

新都市基盤整備事業

住宅街区整備事業

大都市法第３１条

防災街区整備事業
密集市街地整備法第
１２０条

※３　市町が定める都市計画は、議会の議決を経て定められた当該市町の建設に関する基本構想に即し、かつ、
　　　県が定めた都市計画に適合したものでなければならない。

※４　市町が定めた都市計画が、都道府県が定めた都市計画と抵触するときは、その限りにおいて、都道府県が定
　　　めた都市計画が優先する。

第１２条の４
（地区計画等）（※２） 地区計画

防災街区整備地区計画

歴史的風致維持向上地区計画

沿道地区計画

集落地区計画

第１２条の２
（市街地開発事業等予
定区域）

新住宅市街地開発事業の予定区域

工業団地造成事業の予定区域

新都市基盤整備事業の予定区域

区域の面積が２０ha以上の
一団地の住宅施設の予定区域

一団地の官公庁施設の予定区域

流通業務団地の予定区域

※１　市町村合併その他の理由により、法１５条第１項第５号に該当する都市計画が該当しないこととなったとき、又
　　　は同号に該当しない都市計画が同号に該当することとなった時は、当該都市計画は、それぞれ市町又は県が
　　　決定したものとみなす。

※２　地区計画等に定める事項のうち、県知事協議等を要するものは、都市計画法施行令第１３条を参照すること。
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●都市計画決定の流れ（県が定める場合） 

住民等 市町 県 国土交通省

（注１） 名称のみの変更の場合には手続きを要しない。

（注２） 国土交通大臣の同意については、名称のみの変更又は位置、区域、面積、構造等の軽易な変更については手続きを

要しない。

国土交通省
事前協議（下協議）

都
市
計
画
の
案
の
作
成

市町広報登載

説明会　§１６　指針Ⅴ．２

公告

原案の閲覧

公述の申出

公述 公聴会　§１６　指針Ⅴ．２

都
市
計
画
の
原
案
の
作
成

ワークショップ、パブ
リックコメントなど、住
民意向を反映させる
措置

都市計画の
資料提出

都市計画課協議
原案の作成

管理予定者
関係機関
事前協議

庁内関係各課
意見照会

都
市
計
画
の
決
定

意見書の提出 §１７

市町都市計画
審議会

県都市計画
審議会　§１８．１ 国土交通

大臣同意
§１８．３

都市計画決定

関係図書の
写しの送付

§２０．１

告示及び縦覧　§２０．１

公告及び縦覧　§２０．２

公告（§１７）

市町
意見照会
§１８．１

案の縦覧　§１７

管理者
協議
§23.６

国土交通省
事前協議（文書）

（
内
容
に
よ
り
原
案
修
正
）

（注１）

（注１）

（注１）

（注２）

（注２）
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●都市計画決定の流れ（市町が定める場合） 

  香川県内では、都市計画区域を有する全ての市町（８市８町）が市町都市計画審議会を設置してい

ます。 

住民等 市町 県 国土交通省

（注１） 名称のみの変更の場合には手続きを要しない。

都市計画課へ
実施状況を連絡

公述の申出

公述 公聴会　§１６　指針Ⅴ．２

都
市
計
画
の
原
案
の
作
成

ワークショップ、パブ
リックコメントなど、住
民意向を反映させる
措置

都市計画の
原案の作成

都市計画課協議

管理予定者
関係機関
事前協議

土木部長
事前協議
指針Ⅴ．２

庁内関係各課
意見照会

都
市
計
画
の
案
の
作
成

市町広報登載

説明会　§１６　指針Ⅴ．２

公告

原案の閲覧

都
市
計
画
の
決
定

市町都市計画
審議会　§１９意見書の提出 §１７

知事協議　§１９．３

都市計画決定

告示及び縦覧　§２０．１ 関係図書の
写しの送付

§２０．１

公告及び縦覧　§２０．２

公告（§１７）
案の縦覧

§１７

管理者
協議
§23.6

（
協
議
結
果
を
市
町
都
市
計
画
審
議
会
に
報
告
）

（
内
容
に
よ
り
原
案
修
正
）

（注１）

（注１）

（注１）
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  （２）環境影響評価 

環境影響評価法、香川県環境影響評価条例（平成 25 年 3 月 22 日改正）に規定された対象

事業規模以上の都市施設を都市計画に定める場合には、事業者に代わって都市計画決定権者

が都市計画手続きと併せて環境影響評価を行うとされています。 

環境影響評価の対象となる事業の概要 

第1種事業 第2種事業
道路
　高速自動車国道 すべて － －
　首都高速道路など 4車線以上のもの － －
　一般国道 4車線以上・10㎞以上 4車線以上・7.5㎞～10㎞ 4車線・7.5㎞以上
　県道 － － 4車線・7.5㎞以上
　市町村道 － － 4車線・7.5㎞以上
　林道 幅員6.5m以上・20㎞以上 幅員6.5m以上・15㎞～20㎞ －
　その他の道路 － － 4車線・7.5㎞以上
河川
　ダム 湛水面積100ha以上 75ha～100ha 75ha以上
　堰 湛水面積100ha以上 75ha～100ha －
　放水路・湖沼開発 土地改変面積100ha以上 75ha～100ha －
鉄道
　新幹線鉄道 すべて － －
　鉄道 長さ10㎞以上 7.5㎞～10㎞ すべて（改良は7.5㎞以上）

　軌道 長さ10㎞以上 7.5㎞～10㎞ －
飛行場 滑走路長2,500m以上 1,875m～2,500m 1,875m以上
発電所
　水力発電所 出力3万kW以上 2.25万kW～3万kW －
　火力発電所 出力15万kW以上 11.25万kW～15万kW ※工場・事業場に同じ
　地熱発電所 出力1万kW以上 7,500kW～1万kW －
　原子力発電所 すべて － －
　風力発電所 出力5万kW以上 3.75万kW～5万kW 5,000kW以上
　太陽電池発電所 出力4万kW以上 3万kW～4万kW ※工場・事業場に同じ
工場・事業場 面積20ha以上
　（製造業、電気事業及び 又は排ガス10万m3／時以上
　ガス事業に係るもの） 又は排水1万m3／日以上
廃棄物処理施設
　焼却施設 － － 処理能力250t／日以上
　し尿処理施設 － － 処理能力200kl／日以上

最終処分場 面積30ha以上 25ha～30ha 25ha以上
40ha以上

（工場等の立地が予定され
ているもの又は鳥獣保護区

等15ha以上）
下水道終末処理場 － － 処理区域人口15万人以上
土地区画整理事業 面積100ha以上 75ha～100ha 75ha以上
新住宅市街地開発事業 面積100ha以上 75ha～100ha －

宅地の造成の事業

面積100ha以上
（(独)中小企業基盤整備機
構又は(独)都市再生機構が

行うものに限る。）

75ha～100ha
（(独)中小企業基盤整備機
構又は(独)都市再生機構が

行うものに限る。）

住宅用地30ha以上

面積20ha以上
又は排ガス10万m3／時以上
又は排水1万m3／日以上

新都市基盤整備事業 面積100ha以上 75ha～100ha －
流通業務団地造成事業 面積100ha以上 75ha～100ha 20ha以上
レクリエーション施設用
地造成事業

－ － 20ha以上

土石の採取 － － 20ha以上
港湾計画（※2） －

※1　「宅地」には、住宅地以外にも工場用地なども含まれる。
※2　港湾計画については、特例の手続きを実施することとなる。

香川県環境影響評価条例

－ －

上記に掲げる事業と同程度
の影響を環境に及ぼすおそ
れがあるものとして知事が
認める事業

工業団地造成事業(※1) 面積100ha以上 75ha～100ha

埋立・掘込み面積の合計300ha以上

その他 － －

埋立て、干拓 面積50ha超 40ha～50ha

対象事業の区分
環境影響評価法
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都市計画に定められる対象事業等に関する特例の手続きの流れ 

[都市計画決定手続]

計画段階の環境配慮 ※第2種事業の場合は任意

対象事業の決定 第1種事業 第2種事業

第2種事業 地方公共団体の環境影響評価条例へ

環境影響評価の実施方法の決定（スコーピング）

環境影響評価の実施

環境影響評価の結果について意見を聴く手続

都市計画同意権者

の意見

免許等を行う者等

環境影響評価の結果の事業への反映

環境保全措置等の結果の報告・公表

報告書の公表

都道府県都市計画審
議会又は市町村都市
計画審議会への付議

環境大臣の意見

環境影響評価結果の確定
（評価書の補正）

都市計画同意

事業の実施 都市計画決定

都道府県都市計画審議会
又は市町村都市計画審議会

への付議

環境保全措置の実施

事後調査の実施

報告書の作成 環境大臣の意見

免許等を行う者等の意見

都市計画決定手続

環境影響評価準備書の作成 都市計画の案

環境の保全の
見地からの意見

調査

予測

評価

知事等の意見

環境影響評価書の作成

環境影響評価対象事業 対象外事業

知事等の意見 主務大臣の助言

環境影響評価方法書の作成

環境の保全の
見地からの意見

環境大臣の意見

アセスの項目・方法の決定

計画段階環境配慮書の作成

環境の保全の
見地からの意見

環境大臣の意見

知事等の意見 主務大臣の意見

対象事業に係る計画策定

第2種事業の判定（スクリーニング） 事業の概要 免許等を行う者・都市計画同
意権者への届出

知事等の意見

判定

第1種事業 第2種事業

［環境影響評価法の手続］

国民 地方公共団体 都市計画決定権者 国等

対
策
の
検
討

公
告

縦
覧

公
告

縦
覧意見の概要

意見の概要

都市計画事業者が実施

公
告

縦
覧

利
害
関
係
人

等
の
意
見

都市計画同意の審査

免許等での審査

公
告

縦
覧

経由 勘案

［併せて実施］

［併せて付議］


